
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

253,893 229,868 221,936 116,380

15,282

□ 事業を実施しない ■ 事業を見直して実施 □ 事業を現行どおり実施

今後、事業

をどのよう

にしていき

たいか

　平成27年度以降の「子育て支援事業」については、本助成金から切り離し、新たな交付金制度へ再編することとした。

目標に対

する成果

の状況

　市町村が策定した実施計画に対し実績が減少したため未達成となったが、市町村のニーズには対応することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 228,637 233,199 221,162 139,920

8,258 8,258

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

予

算

額

前年度繰越

Aの

財源

244,768 236,905

概　算

人件費

1.00 1.00 1.00 1.00

8,258

220,379 224,941 212,904

8,258

13,457 14,900 14,969

当初予算 267,350

補正予算

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績

H26 H27

（当初） （決算） （当初）

地域福祉総合助成金交付事

業

補助金

　市町村が実施する次の事業に対し助成

○安心生活支援事業

　宅幼老所等の整備や高齢者・障がい者の居住環境

の改善等により、誰もが住み慣れた地域で安心して生

活できるよう支援

　【所管課】介護支援課(３事業)・地域福祉課(２事業)

○障がい者支援事業

　心身障がい児(者)の一時的な介護委託や余暇活動

の場の提供等により、障がい児(者)が地域の中で自分

らしく自立した生活ができるよう支援

　【所管課】障がい者支援課 (９事業)

○子育て支援事業

　社会福祉施設の産休等代替職員の雇用や保育所に

おける保育士の加配等により、安心して子育てができ

るよう支援

　【所管課】子ども・家庭課（８事業）

○市町村提案事業

　市町村が地域の特性に応じて事業を提案し実施

　【所管課】地域福祉課(１事業)

236,905 212,904 131,662

県でなければ実施不可（その他）

【左記の説明、根拠法令等】

　市町村が地域の特性に応じて実施する事業に対し県が助成する事業のため

　地域福祉総合助成金交付要綱、地域福祉総合助成金交付事業実施要綱

課・室 地域福祉課

総合５か年

計画

プロジェクト  E-mail chiiki-fukushi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

６－２　いきいきと安心して暮らせる社会づくり

目指す姿

現状

（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

　市町村が行う地域福祉の充実に資する福祉事業に対し助成し、誰もが生きがいをもっていきいきと暮らせる安全で安心な社会を実現す

る。

　市町村がそれぞれの実情に応じて補助金を有効活用できるような仕組みや、市町村が提案する事業を採択できる制度を設けているが、

補助金の執行率が低い事業があるため、執行率を高める必要がある。

成果目標の達成状況

項目

住宅改良促進事業

実施件数

事業番号 04 05 04 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 地域福祉総合助成金交付事業地域福祉総合助成金交付事業地域福祉総合助成金交付事業地域福祉総合助成金交付事業
担

当

課

部局 健康福祉部

３　福祉を支えるサービス体制の充実 実施期間 H21 ～

県が関与

する理由

209件 153件 未達成205件

　個人の住宅改良に係る助成について、各市町村において正確な実施見込みがたちにくいため、補助金の執行率が低くなる傾向があ

る。定期的な状況把握に努め、できるだけ各市町村のニーズに応えられるようにする。

Ｈ26
H27

目標

H25末

（実績）
目標 成果 達成状況

―

合計 236,905 212,904 131,662

244,768 236,905 131,662

合計（A) 267,350 131,662

26年度26年度26年度26年度 27年度


